
目指すべき宮城の水産業の姿

宮城県の水産業は，おおむね震災前の水準まで産業規模が回復しましたが，海洋環境の変化
による水揚の変動や，人口減少に伴い国内市場が縮小するなど，自然環境や経営環境が大きく
変化しています。

第Ⅲ期基本計画では，宮城県にとって望ましい水産業の成長産業化とは，新しい技術・価値
観などの導入を進め，イノベーションを創出することで，経営環境の変化に柔軟に対応しなが
ら自然環境と調和した持続的産業として発展し，地域の活性化が図られることと捉え，

“環境と調和した持続可能で活力ある水産業の確立”を目指します。

持続的で収益性が高く，創造的な漁業・養殖生
産体制の確立

目指すべき姿の実現に向けた４つの基本方向

基本方向１

基本方向２

基本方向３

基本方向４

社会・経済環境の変化に対応できる流通・加工
業の体制構築と水産物の販売力強化

将来にわたって持続する活力ある漁業地域とそ
れを支える人づくり

海の豊かさを守り支える資源管理と漁場・水域
環境保全の推進
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水産業の振興に関する基本的な計画（第Ⅲ期）を策定しました
※計画期間：令和３年度～令和１２年度

具体的に取り組むこと（１４の施策）

本県水産業の目指すべき姿の実現に向け１４の施策を展開します。

基本方向１ 関連施策（関連分野：漁業・養殖業）

施策１ 操業コストの削減と労働環境の改善
※主に沿岸・沖合漁業

施策２ 資源の有効活用など収益性の高い漁業へ
の転換 ※主に沿岸漁船漁業

施策３ 収益性が高く環境負荷の少ない養殖生産
への転換 ※養殖業

基本方向３ 関連施策（関連分野：漁村・漁港）

地域
づくり

施策８ 防災機能の強化と新たな視点での漁港等の利活用

施策９ 自然環境や地域資源を活かした漁村地域の活性化

人づくり

施策１０ 新規就業者・担い手の確保・育成，地域をけん引するリーダーの育成，地域に
おける女性の活躍

施策１１ 持続可能な強い経営体への移行と経営の高度化

基本方向４ 関連施策（関連分野：漁場・資源）

施策１２ 生産力の高い漁場の整備や水域環境の保全

施策１３ 先端技術等を活用した資源管理の高度化と資源の造成

施策１４ ブルーカーボンによるCO2吸収や海洋プラスチックごみ対策等，海洋環境の保全に寄与する
取組の推進

基本方向２ 関連施策（関連分野：流通・加工業）

施策４ 水産加工業者等の経営安定化

施策５ 国内・海外への積極的な販路の開拓

施策６ 地域で稼ぐ力の強化

施策７ 水産都市の活力強化
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発行：宮城県水産林政部水産業振興課 〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町三町目8番1号 TEL 022-211-2935 FAX 022-211-2939

～持続可能な水産業を目指すために～ ＳＤＧｓの達成にも貢献する計画としています。

ＳＤＧｓとは，全世界の共通課題である不平等や格差，気候
変動などの課題を２０３０年末までに解決し，持続可能な社会
を実現するために，国連が定めた１７の目標です。

本計画には，ＳＤＧｓでうたわれた「海の豊かさを守ろう」
の達成などに向け，本県水産業が貢献し得る施策を計画に盛り
込んでいます。

「水産業の振興に関する基本的な計画」は，本県水産業の振興に関する施策の総合的かつ
計画的な推進を図る目的で策定するものです。

令和３年度を始期とする第Ⅲ期計画は，東日本大震災からの復旧・復興の完結を目的とし
た第Ⅱ期計画の進捗を踏まえ，新たに取り組むべき課題や近年の本県水産業を巡る情勢変化
に対応できる本県水産業の新たな総合計画としました。

計画の推進に御理解・御協力をお願いします。

計画の推進に御理解・御協力をお願いします

目標指標 生産，流通・加工業，消費及び環境・漁港（防災）分野において計画の進捗
を測る目標指標を設定しました。

流通・加工

総合

生産

消費

環境・
漁港（防災）

【生産】 現状 目標
●漁業産出額 ７７５億円 → ８２０億円

●漁業所得及び新規就業者数
沿岸漁船漁業 ３４９万円 → ５７８万円

年間１３人 → 年間１９人
養殖業 ２８０万円 → ５３４万円

年間２０人 → 年間２４人

【流通・加工】 現状 目標
●水産加工品出荷額

２，３２７億円 → ２，４５５億円

●水産加工業付加価値額
６７１億円 → ７７１億円

【環境・漁港（防災）】
現状 目標

●産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の
増産・藻場の造成及びCO2削減効果
海藻養殖増産

ワカメ － → ＋３，１７５ｔ
コンブ － → ＋２２７ｔ

藻場造成 － → ＋９０３ｈａ
CO2削減効果 － → 年間２，４８９ｔ

●漁港施設の長寿命化対策
（長寿命化対策を実施した施設の割合）

０％ → １００％

【消費】 現状 目標
●世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額

３万１千円 → ３万３千円

【総合】 現状 目標
●主要５漁港の水揚量・額

水揚量 ２４３，２４８ｔ → ３３８，００６ｔ
水揚額 ５６３億円 → ６１９億円

※令和１２年の目標値。ただし，漁港施設の長寿命化対策は令和８年の目標値。
※集計期間は原則１月から１２月ですが，一部の指標については，年度又は漁期を集計期間としています。

特に力を入れること（重点プロジェクト）

特に力を入れて取り組むべき項目を重点プロジェクトに位置付け，多様な主体と連携して
取り組みます。

生産性や収益性の向上に
向け，ＩＣＴ等先端技術を
水産業の現場に実装し，生
産性向上を目指します。

需要が拡大している海外市
場に向け，地域一体となった
輸出体制の確立を目指します。

将来にわたって持続する
活力ある漁村地域の創出に
向け，関係者が連携して積
極的な取組を展開します。

藻場造成や海藻養殖等を
通じた環境の保全の推進に
より，持続可能な水産業を
目指します。

水産業を取り巻く情勢変化への対応とイノベーションの創出
に向け，国，大学等の研究機関や民間企業等がそれぞれの役割
を最大限に発揮できるように連携を深めながら試験研究を推進
し，水産業の各分野で技術開発・現場への導入を展開します。

試験研究推進プロジェクト

スマート水産業推進プロジェクト 水産物輸出促進プロジェクト

新しい漁村地域創出プロジェクト ブルーカーボン推進プロジェクト

藻場造成 海藻養殖

温室効果ガス
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大学等 漁業関係者

県の研究機関

県民間企業等

国の研究機関

国

関係機関・漁業関
係者が連携して水
産業の現場に技術
を普及します

例：操業データの
収集・活用

例：自動観測ブイに
よる漁場の把握

連携

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/suishin/ground-plan.html

